
 

 

■ 第６号（遊水池等） 

【解説】 

開発事業に伴う公共下水道等の既設排水管への放流量の増加に対し、開発行為では開発許可の基準

で、開発事業区域周辺の排水施設の整備状況が充分でない場合に、その周辺で溢水を発生させないた

めに、開発事業区域内に排水を一時貯留する施設の設置を求めていることから、開発行為を伴わない

開発事業についても同様に、開発事業区域内からの下水の排出によって、開発事業区域及びその周辺

の地域に溢水等による被害が生じないような構造及び能力で排水施設が適当に配置されるように設計

を定め、公共下水道等への流入に支障をきたさないよう、下水の排水方法について協議を行うことと

します。また、この協議において、放流先周辺で溢水が生じる恐れがある場合には、雨水を一時貯留

する遊水池その他の適当な施設を整備することとしています。 

 

【基準】 

１ 排水施設計画の基本的要件は次のとおりとする。 

(1) 開発事業区域内の排水施設の計画にあたっては、開発事業区域及びその周辺の土地の地形、

地盤の性質を勘案し集水区域を策定して、これに基づき当該排水施設の規模、構造及び能力を

設定しなければならない。 

(2) 開発事業区域内の排水施設は、下水道、排水路その他の排水施設又は河川その他の公共の水

域若しくは海域（以下、「下水道・排水路等」という。）に接続していること。また、排水施設

の接続にあたっては、下水道・排水路等の施設の管理者に同意を得るものとする。 

なお、排水施設が民有地等を経由して下水道・排水路等に接続する場合は、土地所有者の同意

を得ること。 

(3) 下水道法第４条第１項の認可を受けた区域（以下「下水道事業認可区域」という。）の下水の

排除方式は、原則として、接続する下水道・排水路等に至るまで分流式を採用しなければなら

ない。 

なお、開発事業区域が本市下水道計画上の合流区域内であり、かつ、遊水池その他の適当な施

設（以下「遊水池等」という。）が設置されない場合は合流式とすることができる。 

(4) 下水道事業認可区域以外の区域の排水施設の計画については、地盤、土地利用等を勘案し、

下水道事業認可区域に準じるものとする。 

２ 開発事業区域内の排水設備の設置方法及び構造等は、下水道法施行令第８条（排水設備の設置及

び構造の技術上の基準）、横浜市下水道条例第３条（排水設備の接続方法）及び同施行規則第３条、

第４条（排水設備の技術上の基準及び施工方法）の規定に基づいて設置すること。また、排水施設

を本市に帰属する場合は、以下の３から５に基づき設置すること。 

３ 開発事業区域内の下水量の算定は次のとおりとする。 

(1) 計画汚水量の算定 

計画汚水量は生活汚水、営業汚水、工場排水（一般工場排水、特定排水）、地下水及び水路等

排水に区分される。計画汚水量は次により算定する。 

ア 生活汚水量 

汚水管渠
きょ

、合流管渠
きょ

の生活汚水量の算定は、次のＱs1 及びＱs2 の大なるものを使用すること。 

Ｑs1＝Σ［5.440×10 ―6(m3 /s・人)×用途地域別計画人口密度標準値(人/ha) 

×用途地域別排水面積(ha)］ 



Ｑs2＝5.440×10 ―6(m3 /s・人)×計画人口(人) 

なお、処理区別の用途地域別計画人口密度標準値は、次表のとおりとする。 

表 処理区別用途地域別計画人口密度標準値 （単位：人／ha） 

参考 

計画一日平均汚水量 qS 240ℓ／人・日 

計画一日最大汚水量 QD  320ℓ／人・日 

計画時間最大汚水量 QS  470ℓ／人・日 

イ 営業汚水量 

営業汚水量は、次式により算出する。 

営業汚水量＝Σ［用途地域別営業汚水量原単位(m3/s・ha)×住居混合率×用途地域別面積 

(ha)］ 

表 用途地域別営業汚水量原単位    (時間最大 :m3/s・ha) 
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市街化調

整区域 

北部 
第一 140 160 170 210 230 120 40 0 10

第二  130 200 220 210 180 30 0 0

神奈川 120 140 140 180 120 70 30 0 20

中部 140 150 180 210 40 20  0 0

南部 120 130 140 170 240 140 20 0 20

金沢 100 110 110 120 160 30 10 0 10

港北 130 150 150 150 110 40 40  20

都筑 110 130 130 130 130 40 20  10

西部 130 130 130 80 120 20 20  10

栄 
第一 100 130 130 140 10 10  10

第二 120 120 130 120 130 40 10  10



 

西部 5.64×10－5 

栄 
第一 7.90×10－5 

第二 1.02×10－4 

 

表 住居混合率 

用途地域 住居混合率 
準工業地域 0.50 

工業地域 0.10 

工業専用地域 0.00 

上記以外の用途地域 1.00 

ウ 工場排水量 

(ｱ) 一般工場排水量 

一般の工場排水量については、次式により算出する。 

一般工場排水量＝Σ［工場排水量原単位(m3/s・ha)×工場敷地面積率×用途地域別面積 

(ha)］ 

表 工場排水量原単位  (時間最大 :m3/s・ha) 

処理区 敷地面積あたり原単位 

北

部 

第一 5.79×10 ―4 

第二 2.31×10 ―4 

神奈川 8.10×10 ―4 

中部 2.31×10 ―4 

南部 6.94×10 ―4 

金沢 3.47×10 ―4 

港北 5.79×10 ―4 

都筑 1.04×10 ―3 

西部 2.31×10 ―4 

栄 
第一 2.31×10 ―4 

第二 8.10×10 ―4 

表 工場敷地面積率 

準工業地域 工業地域 工業専用地域 

0.40 0.72 0.80 

(ｲ) 特定排水量 

特に排水量の大きい工場及びその他の事業所については、個々に排水量の調査を行い将来

の拡張計画、新設の見通しを考慮して排水量を算定し、点投入として扱うものとする。その

他の事業所とは共同ビル、デパート、マンション等の高層建築物及び卸売市場、駅舎、トラ

ックターミナル、浄水場、清掃工場等の公益都市施設をいう。 

エ 地下水量及び水路等排水量 

地下水量及び水路等排水量は次式により算出する。 

地下水量及び水路等排水量＝単位水量×排水面積 

地下水量は、全区域（合流・分流区域）に対し一律に見込むこととし、水路等排水量（地

表水、湧水）は、合流区域についてのみ見込むこととする。 

なお、地下水量は、社会的活動において起因するものではないため、時間変動率を見込まな

いものとする。また、単位水量については、次表に示すように全処理区一律、水路等排水量は

処理区別に設定する。 



 

表 単位水量                         (m3/s・ha) 

水量区分 処理区 単位水量 
地下水量 全処理区 5.79×10 ―5 

水路等排水量 
（合流区域のみ） 

北部第一 3.47×10 ―4 

中部・港北 2.60×10 ―4 

北部第二・神奈川・南部・金沢 1.74×10 ―4 

(2) 計画雨水量の算定 

 計画雨水量は最大計画雨水流出量とする。 

  最大計画雨水流出量 

最大計画雨水流出量算定式 

流下型管渠
きょ

施設の断面決定に用いる計画雨水量は、原則として合理式で算定する。 

 最大計画雨水流出量算定式 

 
360

1
Q C・I・A  

  

Ｑ：最大計画雨水流出量（m3/s） 

C：流出係数 

I：流達時間内の降雨強度 （mm/hr） 

A：排水面積 （ha） 

ア  流出係数 

流出係数は次表のとおり用途地域等ごとに異なる値を用いる。 

表 用途地域別流出係数 

用途地域等 記号 流出係数 
第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専

用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種

中高層住居専用地域、第一種住居地域、 
第二種住居地域又は準住居地域 

Ｘ 0.70 

近隣商業地域又は商業地域 Ｙ 0.80 

準工業地域、工業地域又は工業専用地域 Ｚ 0.60 

市街化調整区域 Ｗ 0.40 

都心部のように高度な土地利用がなされている地域では、流出係数 0.90 を上限値として

用いることができる。また、用途地域等が混在する場合は、用途地域等ごとの面積の加重平

均値を用いる。 

なお、計画する土地利用が上表の用途地域等と異なる場合（工業系地域に住宅を計画する

場合など）は、治水安全度を考慮し大きい方の流出係数を用いる。 

イ  降雨強度 

             降雨強度は、開発区域が属する区域ごとに自然排水区域（ポンプ排水区域以外の自然流

下による排水が可能な区域）は 5年確率、ポンプ排水区域は 10 年確率とする。 

  5 年確率 
4.4

880




0.65t
I      10 年確率 

5.7

452,1


 0.70t

I  

I：降雨強度 （mm/hr） 



 

ｔ：流達時間（min） ｔ：ｔ=ｔe + Li／(60・Vi） 

ｔe：流入時間（５分） 

Li：管渠
きょ

延長（m） 

Vi：設計流速（m/s） 

(3) 河川（法河川及び準用河川）として指定した区間の計画雨水流出量算定公式は、河川管理者の

定めるところによるものとする。 

４ 管渠
きょ

施設の設計は次に定めるもののほか、「横浜市下水道計画指針」、「横浜市下水道設計指針

（管きょ編）」、「横浜市下水道設計標準図（管きょ編）」等によることとする。 

(1) 管渠
きょ

施設の設計基準 

ア 計画下水量 

計画下水量は、次の各号を考慮して定める。 

(ｱ) 汚水管渠
きょ

にあっては、計画時間最大汚水量とする。 

(ｲ) 雨水管渠
きょ

にあっては、計画雨水量とする。 

(ｳ) 合流管渠
きょ

にあっては、計画時間最大汚水量に計画雨水量を加えたものとする。 

イ 余裕 

管渠
きょ

の余裕は計画下水量に対し、汚水管渠
きょ

にあっては 100 パーセント以上、合流管渠
きょ

にあっ

ては、汚水量分のみに 20 パーセント以上の余裕を加算し、雨水管渠
きょ

については余裕を見込ま

ずに管渠
きょ

の断面を決定する。 

ウ 管渠
きょ

流下量の計算 

流量の計算には次式を用いる。 

マニング公式 

Ｑ＝Ａ・ｖ 

ｖ＝1／ｎ・Ｒ2/3・Ｉ1/2（マニング公式） 

Ｑ：流下量(m3/sec)    Ｒ：径深（Ａ／Ｐ）（m） 

ｖ：流速（m/sec）    Ｐ：流水の潤辺長（m） 

Ａ：流水の断面積（m2）  Ⅰ：勾配（分数又は小数） 

ｎ：粗度係数 陶管、鉄筋コンクリート管及びボックスカルバート：0.013、 

硬質塩化ビニル管及び強化プラスチック複合管：0.010 

エ 流速及び勾配 

流速は一般に下流に行くに従って漸増させ、勾配は下流に行くに従い次第に緩くなるように

定めなければならない。 

(ｱ) 汚水管渠
きょ

の流速 

汚水管渠
きょ

の流速は計画下水量に対し原則として、流速は最小 0.6ｍ／秒、最大 3.0ｍ／秒

とする。 

(ｲ) 雨水管渠
きょ

、合流管渠
きょ

の流速 

雨水管渠
きょ

、合流管渠
きょ

にあっては、計画下水量に対し原則として、流速は最小 0.8ｍ／秒、

最大 3.0ｍ／秒とする 

(ｳ) 急勾配の道路（階段を含む）に隣接して石積みなどがあり、埋設深さや施工上の理由から

管渠
きょ

を標準的に埋設することがきわめて困難な地形の場合、管の勾配が急に変わる地点の人

孔では溢水の危険があるので、緩和区間を設けなければならない。 



 

(ｴ) 勾配 

剛性管（ヒューム管、陶管）の標準勾配は、次表のとおりとする。 

    表 管径別標準勾配 

 

 

 

 

５ 開渠
きょ

の算定は次のとおりとする。 

(1) 計画下水量 

計画下水量は計画雨水量とする。 

(2) 余裕高 

余裕高は、原則として開渠
きょ

の深さの 0.2 倍以上とする。ただし、当該余裕高が 0.6 メートルを

超える場合には、0.6 メートルとする。 

 (3) 開渠
きょ

の流量計算 

流量の計算には、次式を用いる 

Ｑ＝Ａ・ｖ 

ｖ＝1／ｎ・Ｒ2/3・Ｉ1/2（マニング公式） 

Ｑ：流下量(m3/sec)     Ｒ：径深（Ａ／Ｐ）（m） 

ｖ：流速（m/sec）     Ｐ：流水の潤辺長（m） 

Ａ：流水の断面積（m2） Ⅰ：勾配（分数又は小数） 

ｎ：粗度係数；   コンクリート底面、石積み側面：0.025 

コンクリート底面、側壁コンクリート：0.014 

鉄筋コンクリート組立柵渠
きょ

：0.018 

(4) 流速及び勾配 

ア 流速は一般に下流に行くに従い漸増させ、勾配は下流に行くに従い次第に緩やかにする。 

イ 流速は原則として秒速 1.0 メートルから 2.5 メートルの範囲とする。 

ウ 曲がりによる損失を考慮すること。 

６ 遊水池等の設置基準については、次のとおりとする。 

(1) 開発事業区域を含む雨水流出量と接続する下水道・排水路等の排水能力を比較し、接続する下

水道・排水路等の排水能力が不足する場合は、開発事業区域内に遊水池等を設置する。ただし、

接続する下水道・排水路等の改良等により排水能力不足を解消する場合は、この限りではない。 

(2) 接続する公共下水道の排水能力の調査範囲は、原則として次表によるものとし、公共下水道以

外の場合は次表に準ずるものとする。ただし、特別な状況等により次表によりがたい場合はこの

限りでない。 

 

 

 

 

 

管径（ｃｍ） 25 30 35 40 45 50 60 70 80 

標準勾配（‰） 9.0 7.5 6.2 5.2 4.5 4.0 3.2 2.7 2.3 

管径（ｃｍ） 90 100 110 120 135 150 165 180 200 

標準勾配（‰） 2.0 1.8 1.6 1.5 1.3 1.3 1.2 1.1 1.0 



 

表 接続する公共下水道の流下能力の調査範囲 

開発区域面積 調 査  範 囲 

0. 1 ha 未満 
公共下水道の接続点～下流の最初の断面変化点まで 
（例 φ250→φ300 の場合、φ250 を調査する） 

0. 1ha 以上 

1. 0 ha 未満 

公共下水道の接続点～下流の２つ目の断面変化点まで 
（例 φ250～φ300→φ350 の場合、φ250 とφ300 を調査する） 

1. 0 ha 以上 公共下水道の接続点～下流の幹線※流入点まで 

※ 幹線とは内径 1,200 ミリメートル相当以上の管渠
きょ

等をいう。 

(3) 接続する公共下水道の排水能力を把握するときに用いる最大計画雨水流出量算定式は、原則と

して次表によるものとする。ただし、特別な状況等により次表によりがたい場合はこの限りでな

い。 

表 接続する公共下水道の流下能力把握時の最大計画雨水流出量算定式 

排水面積（ha） 算 定 式 備 考 

1.0ha 未満 
QR＝R・C・A 

直線式 
 ＝0.1667・C・A 

1.0ha～3.0ha 未満 
QR＝R・C・A・（S／A）１／６ ブリックス式 

 ＝0.1667・C・A５／６ S＝ １ ‰ 

3.0ha～20.0ha 未満 
QR＝R・C・A・（S／A）１／６ ブリックス式 

 ＝0.29385・C・A５／６ S＝30‰ 

20.0ha 以上 
QR＝Ｃ・I・A／360 

合理式 
 ＝0.002778・C・I・A 

ここに、QR：最大計画雨水流出量 

R：実験式の降雨強度 （0.1667m3/s/ha） 

C：流出係数 

A：排水面積 （ha） 

S：地表平均勾配 （‰） 

I：降雨強度 （mm/hr） 

降雨強度は、開発区域が属する区域ごとに自然排水区域（ポンプ排水

区域以外の自然流下による排水が可能な区域）は５年確率、ポンプ排

水区域は 10 年確率とする。 

             5 年確率 
4.4

880




0.65t
I   10 年確率 

5.7

452,1




0.70t
I  

ｔ：流達時間（min）ｔ：ｔ=ｔe + Li／(60・Vi） 

ｔe：流入時間（５分） 

Li：管渠
きょ

延長（m） 

Vi：設計流速（m/sec） 

 

表 用途地域別流出係数 

用途地域等 記号 流出係数 

第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専

用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種

中高層住居専用地域、第一種住居地域、 
第二種住居地域又は準住居地域 

 

Ｘ 

 

0.70 



近隣商業地域又は商業地域 Ｙ 0.80 

準工業地域、工業地域又は工業専用地域 Ｚ 0.60 

市街化調整区域 Ｗ 0.50 

 

(4) 遊水池等の設置区分 

ア 開発事業区域面積が 0.3 ヘクタール以上の場合は、遊水池とする。 

遊水池：雨水を一時貯留する池構造のもので、雨水流出量を抑制する機能（オリフィス）を

有し、貯水位の異常な上昇を防止するため自由越流式余水吐きが設けられているも

のをいう。 

イ 開発事業区域面積が 0.3 ヘクタール未満の場合は遊水池を原則とするが、雨水貯留施設、雨

水浸透ます及び雨水浸透管で、市長が遊水池と同等の機能を有すると認めるものの設置に代え

ることができる。 

(ｱ) 雨水貯留施設：遊水池以外のもので、雨水を一時貯留し雨水流出量を抑制する機能（オリ

フィス）を有し、貯水位の異常な上昇を防止するため自由越流式余水吐き

が設けられているものをいう。 

(ｲ) 雨水浸透ます：ますの底面や側面に浸透孔を有するもの、または浸透性の空隙を有するも

ので、その底面や側面を砕石で充填し、集水した雨水を地中に浸透させる

ものをいう。 

(ｳ) 雨水浸透管 ：有孔または透水性の空隙を有する管の周囲を砕石で充填し、流入した雨水

を地中に浸透させるものをいう。 

(5) 遊水池等の設置基準 

ア 遊水池等を設置する場合は、原則として開発前の雨水流出量を遊水池等の許容放流量とする。 

イ 貯留容量の算定 

(ｱ) 遊水池等の貯留容量は、次表で定める単位貯留容量に開発事業区域面積を乗じて算出され

る貯留容量を満たすものとする。また、開発事業区域が次表の区域をまたがる場合は、排水

施設の接続する下水道・排水路等の区域の単位貯留容量とする。 

なお、下水道事業認可区域以外の貯留容量は、地盤、土地利用等を勘案し、下水道事業認

可区域に準じるものとする。 

表 単位貯留容量（m3／ha） 

 管渠
きょ

更新区域 ※4 その他の区域 ※5 

ポンプ排水区域 ※2 170 340 

自然排水区域  ※3 135 270 

※1 区域は別図－１とする。 

なお、図の凡例にある河川部管理区域と河川流域界に関しては河川所管部局で確認するこ

と。 

※2 ポンプ排水区域とは、下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第４条第１項の規定により定

められた横浜市公共下水道事業計画で定めるポンプによる強制的な排水を要する区域をい

う。 

※3 自然排水区域とは、ポンプ排水区域以外の自然排水が可能な区域をいう。 

※4 管渠
きょ

更新区域とは、下水道事業認可区域内の管渠
きょ

更新区域とする。 



 

※5 その他の区域とは、管渠
きょ

更新区域以外の下水道事業認可区域とする。 

(ｲ) 貯留容量は次の貯留追跡法（厳密計算法）により算出することができる。 

dt

dv
=Qin(ｔ)－Qout(ｔ) 

Qin(ｔ) （ｍ3／秒）：計画降雨×開発後の流出係数×開発事業区域の面積 

Qout(ｔ) （ｍ3／秒）：遊水池等からの流出量 

［H ≦1.2 D］Ｑout(ｔ)＝ｃ´・ａ1/2・H3/2  

［1.2D ＜ H ＜ 1.8D］H＝1.2 D、H=1.8 D のＱoutを直線近似 

［H≧ 1.8D］Ｑout(ｔ)＝ｃ・ａ・｛2ｇ （H－1/2 D）｝1/2 

V：貯留容量（ｍ3） 

ｃ、ｃ´：オリフィスの流出係数 

a：オリフィスの断面積（ｍ2） 

H：オリフィスの底から水面までの高さ（ｍ） 

D：オリフィスの径（ｍ） 

ｇ：重力の加速度（9.8ｍ／sec2） 

dt ：単位時間（秒） 

ⅰ 前号の計算式で流出係数は管渠
きょ

更新区域における開発前 0.65、その他の区域 0.45 とし、

開発後はそれぞれ 0.85 とする。また、単位時間は５分単位とする。 

ⅱ 降雨強度は開発事業区域が属する区域ごとにポンプ排水区域以外の区域は５年確率、ポ

ンプ排水区域は 10 年確率とする。 

  降雨強度式は、次式を採用する。 

  （ 5 年確率）I＝   880／（ｔ0.65＋4．4） 

  （10 年確率）I＝1,452／（ｔ0.70＋7．5） 

ⅲ Ｑout(ｔ)は開発前の雨水流出量以下とする。 

ウ 遊水池等の貯留容量が条例第 18 条第２項第５号の雨水流出抑制施設の貯留容量を下回ると

きは、同条の施設をもって代えることができる。 

エ 遊水池及び雨水貯留施設の設置場所は、原則として開発事業区域内の最下流部とする。 

(6) 遊水池及び雨水貯留施設の構造基準 

ア 遊水池及び雨水貯留施設の溢水を処理するための余水吐きを設けることとする。余水吐きは、

原則として、10 年に１回起こるものと想定されるピーク量の 1.2 倍とすること。 

異常流水量＝1.2Qｐ 

ピーク流量 Qｐ＝１／360×ｆ×I×A 

ｆ：流出係数  ｒ：降雨強度  A：流域面積（ha） 

（10 年確率降雨強度）  I＝1，452／（ｔ0.70＋7.5） 

I：流達時間内の降雨強度（10 年確率降雨強度式） 

T：流達時間＝流入時間＋流下時間＝T1＋T2 

T1：流入時間（５分） 

T2：流下時間  T2 ＝L／W 

W：洪水伝播速度(km/hr)  W=72×(H／L) 0.6 

H：標高差   L＝管路延長(km) 



イ オープン式の遊水池の非越流部天端高さは、余水吐きから規定する流量を流下させるのに必

要な水位に原則 0.6ｍを加えるものとする。 

また、地下式の遊水池及び雨水貯留施設では、原則 0.3 メートルを加えるものとする。 

ウ 放流施設は、放流管設計流量を安全に処理できるものとし、次の条件を満たす構造とする。 

(ｱ) 放流孔径(オリフィス径)は、最大放流量が 0.069ｍ3/s/ha を上回らない孔径とする。 

なお、流木、塵芥等によって閉塞しないよう最小孔径は３センチメートルとする。 

(ｲ) 流入部及びオリフィス部に泥だめを設置しなければならない。 

(ｳ) オリフィス及びオリフィス前面に設置するスクリーンの材質は、ステンレス製とし、スク

リーンの形状は維持管理用の開閉装置が施され、かつ、必要な厚みのある縦型とし、その高

さは、余水吐き越流堰き天端までとする。 

(ｴ) 放流施設には、ゲート、バルブなどの、水位、流量を人為的に調節する装置を設けてはな

らない。 

(ｵ) 放流管は、放流管設計流量に対して、のみ口部を除き、自由水面を有する流れとなる構造

とする。 

(ｶ) 放流管は、地山地盤内に切り込んで設置することを原則とし、外圧や不等沈下に対して十

分に耐え、管内からの漏水及び管外の浸透流の発生を防止できる構造とし、施工上において

も十分な処理をしなければならない。 

(ｷ) 放流施設等の設置については、「横浜市下水道設計標準図（管きょ編）」によるものとする。 

エ 流入管から池底までの高さが 0.6ｍを超える場合には副管を設置する。 

オ 池底部には導水溝を設置する。導水溝はオリフィス・センター高より上に設置する。 

カ 池底部は原則として表面処理をおこなう。 

キ 余水吐きには足掛金物を内・外側に設置する。 

ク 土地利用計画上、やむを得ず遊水池と駐車場等の機能を兼ねるような表面貯留式の場合は、

次の条件を満たす構造とする。 

(ｱ) Ｕ字溝等を併用することにより主たる容量をまかない、雨水貯留部機能をできる限り損な

わない構造とする。 

(ｲ) 駐車場部分の水深は最大 10 センチメートルを超えないものとする。 

(ｳ) 表面は、原則として透水性舗装によるものとする。 

(7) 遊水池及び雨水貯留施設の付属施設の基準 

ア 遊水池及び雨水貯留施設は、次の付属施設を設置すること。 

(ｱ) 遊水池の概要を明記した本市の定める看板を設置すること。 

(ｲ) 水位観測施設として水位を観測できる水位標を設置すること。 

(ｳ) 公衆災害を防ぐための安全対策を講ずること。 

イ オープン式の遊水池の場合は、次の付属施設を設置すること。 

(ｱ) 原則、遊水池の周囲に管理用通路を設け、転落防止柵を設置すること。また、池底部への

斜路又は階段を設置すること。 

(ｲ) 原則、敷地境界にフェンス（エキスパンド又は縦格子）を設置すること。 

ウ 地下式の遊水池の場合は、次の付属施設を設置すること。 

(ｱ) 余水吐き室及び貯留部上部に管理人孔を設置し、維持管理に支障のない構造とすること。

また、昇降施設として原則、階段を設けることとし、手すりはステンレス製とすること。 



 

(ｲ) 明かりとり又は照明設備を設置すること。 

(ｳ) 原則として柱構造とする。やむを得ず隔壁を設ける場合は、人通口等（横 0.6ｍ×縦 0.8

ｍ）を設置し、維持管理に支障のない構造とすること。 

(ｴ) エアー抜き設備を設置すること。 

(ｵ) やむを得ず地下空間内へ配管する場合は、余裕高の範囲内について認めるものとし、ステ

ンレス鋼管又は鋳鉄管によるサヤ管方式とする。 

エ 地下式の雨水貯留施設の場合は、次の付属施設を設置すること。 

(ｱ) 貯留施設内への土砂等の流入を防ぐため、沈砂施設を設置すること。 

(ｲ) 貯留施設内に堆積土砂の排出施設を設置し、必要に応じて管理人孔を設置すること。 

(ｳ) エアー抜き設備を設置すること。 

(8) 雨水浸透ます、雨水浸透管の配置計画にあたって配慮すべき事項 

ア 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条に規定する急傾斜地崩壊危険区域には

設置しないこととする。 

イ 宅地造成等規制法第３条に規定する宅地造成工事規制区域のうち、がけ等のように法面崩壊

の危険性が高い区域については設置しないこととする。 

ウ 上記以外に法面の安定性が損なわれる区域。ただし、安定対策を行い、十分に安定であるこ

とが確認された場合には設置対象区域に含めることができる。 

エ 雨水浸透効果が期待できない区域 

オ 雨水浸透ます及び雨水浸透管の換算貯留量の算定 

基準浸透量については、（社）雨水貯留浸透技術協会編「雨水浸透施設技術指針（案）」によ

り計算し、換算貯留量については、設置施設の基準浸透量と空隙量の合算で求めるものとする。 

Qf＝K0×Kｆ×１hr×Ｃ1×Ｃ2 

Qf：設置施設の基準浸透量（ｍ3／個） 

K0：土壌飽和透水係数（ｍ／hr） 

（当面、算定に当たっては、0.05ｍ／hr とすることができる。） 

Ｃ1：影響係数（地下水位）   0.9   Ｃ2：影響係数（目づまり）   0.9 

Kｆ：設置施設の比浸透量（ｍ3） 

カ 雨水浸透ます及び雨水浸透管は、浸透機能が効果的に発揮されるよう、施設の浸透機能の確

保、目詰まり防止等に配慮した構造とする。 

(9) 遊水池等の設置解除については、接続する下水道・排水路等の整備が完了し、市長が遊水池等

の設置が必要ないと認めたときとする。ただし、第 18 条第２項第５号に基づく雨水流出抑制施

設の設置が解除されない場合はこの限りでない。 

なお、雨水浸透ます及び雨水浸透管については、遊水池及び雨水貯留施設の設置が解除された

場合でも存置すること。 

【その他】 

１ この条例により設置された遊水池及び雨水貯留施設は、工事完了後、本市と遊水池及び雨水貯留

施設の管理に関する協定を締結し、所有者が管理するものとする。 

２ この条例により設置された雨水浸透ます及び雨水浸透管は、施設の有する浸透機能を継続的に保

持するため、点検・清掃等の適切な維持管理に努めること。 

 



【施行期日等】 

 １ 施行期日 

   改定後の基準の施行日は、平成 25 年２月１日です。 

 ２ 経過措置 

改定後の基準は、施行日以後に行った横浜市開発事業の調整等に関する条例（以下「条例」という。）第 17 条

第１項の同意の申請又は条例第 20 条第１項本文の変更の同意の申請に適用し、施行日前に行った条例第 17 条

第１項の同意の申請又は条例第 20 条第１項本文の変更の同意の申請については、なお、従前の例によります。 

３ 開発事業計画の同意基準協議申請の取扱い 

条例第 17 条第１項の同意の申請又は条例第 20 条第１項本文の変更の同意の申請前に、取扱いとして開発事

業計画の同意基準協議申請書又は変更同意協議申請書の提出を求めていますが、施行日前に、この同意基準申請

書又は変更同意協議申請書の提出を行ったものについては、第 17 条第１項の同意の申請又は条例第 20 条第１

項本文の変更の同意の申請を行ったものとみなし、第２項の経過措置を適用します。 
 



 

 

 

※ Ａ３版カラー刷りを参照してください。 

 

別図－１ 


